
全てに共通して国に対処を求める共通事項 

 

 「提案募集方式」については、個々の地方公共団体からの意見を広く採り上げ、改革を着実に推進するシステム、すな

わち「国が選ぶのではなく、地方が選ぶ地方分権」として、全国知事会では評価しております。 

 しかしながら、各府省第 1 次回答で提案内容を実施とされたものは１％未満であり、遺憾です。全国知事会としては、

各都道府県の提案全般について、提案の実現に向けて、積極的な検討を求めるものです。 

 このほか、個別項目への意見については、別添のとおりです。また、全てに共通して国に対処をお願いする事項につい

ては以下のとおりです。 

 ○ 国と地方の適切な役割分担の構築のため、全てに共通して以下の事項を求める。 

・ 事務区分（自治事務・法定受託事務）、並行権限、国の関与や義務付け・枠付けについては、地方分権推進計

画や地方分権改革推進委員会の第２次勧告及び第３次勧告で設定されたメルクマール等の範囲内とすること。 

・ 報告徴収・立入検査に限った移譲など、それだけでは地方が何ら役割を果たすことができないものについては、

地方が一定の役割を果たすことができるよう、許認可・措置命令など、関連する他の事務・権限を併せて移譲す

ること。 

・ 一の都道府県の区域を越える事業等に対する事務・権限については、域外権限行使や関係都道府県との情報共

有の仕組みを法令上構築すること。 

○ 政府として最終的に決定するまでに、全てに共通して以下の事項に責任をもって対処し、地方に提示することを求

める。   

・  工程表などの手順・スケジュールや具体的な人員・財源措置を示すこと。 

・ 財源については、事務・権限の実施にあたり財源（人件費相当額を含む。）の不足が生じないよう、必要総枠

を確保し、国から地方に財源移譲すること。 

・  人員については、技術や専門性を有する人材を育成・確保するため、研修や職員派遣など必要な支援を行うこ

と。  

・  事務・権限の移譲、義務付け・枠付けの見直し等を円滑に進めるため、マニュアルの整備や技術的助言など必

要な支援を行うこと。  
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